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抜釘まで終了し術後 2 年以上観察し得た 3 例（男
児 1 例，女児 2 例）．初診時年齢は 8 歳 10 か月（8
歳〜10 歳 5 か月）であった．原疾患は，特発性片
側肥大症が 2 例，DDH 後のペルテス様変形の遺
残が 1 例であった．全例，大腿骨遠位，脛骨近位
の内外側にエイトプレートによる骨端線抑制術を
施行し，DDH 後の症例は健側に施行した．Plate
は症例 3 の脛骨にのみ 12 mm を使用し，それ以
外はすべて 16 mm を使用した．脛骨検討項目は
手術時年齢，術前と抜釘時の脚長差，術前脚長差
から抜釘時脚長差を引いた脚長差補正量，エイト
プレートの挿入期間，脚長差補正量をエイトプ
レート挿入期間で割った脚長差補正率とした．大
腿骨頭頂部と脛骨天蓋に引いた平行線間の距離を
脚長とした．また，DDH 後の症例では左右の坐
骨下端に引いた平行線間の距離を計測し，骨盤高

序　文

近年，脚長不等に対する骨端線抑制術では，抑
制後の成長軟骨機能に対する温存効果に優れる等
の観点から eight-PlateⓇ（日本メディカルネクス
ト，以下，エイトプレート）を使用した報告が増
加している．エイトプレートによる角度変形に対
する骨端線抑制術に関しては，おおむね治療効果
が期待できるとする報告が多いが，脚長不等に対
する骨端線抑制術ではその治療効果と抜釘時期に
関しては一定の見解を得ていない．今回，我々は
脚長不等に対して骨端線抑制術を 3 例に施行した
ので，文献的考察を加え検討する．

対象と方法

対象は，脚長不等に対し骨端線抑制術を施行し
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要　旨　近年，脚長不等に対する骨端線抑制術では，エイトプレートを使用した報告が増加して
いるが，その治療効果と抜釘時期に関しては一定の見解を得ていない．本研究の目的は，脚長不等
に対してのエイトプレートによる骨端線抑制術の効果を検討することである．対象は脚長不等に対
しエイトプレートによる骨端線抑制術を施行し，術後 2 年以上観察し得た 3 例．特発性片側肥大症
の 2 例は肥大側に，DDH 後のペルテス様変形の遺残による脚長差の 1 例には，健側に手術を施行
した．特発性片側肥大症の 2 例は，脚長差が逆転し有用であった．DDH 後の健側手術例では骨盤
高位差は 0 となり，患者の満足度も高かった．また，抜釘時期に関して骨端線抑制術抜釘後の骨成
長を予測することは困難であり，現在，当院では抜釘後再度脚長差が再燃すると考え，脚長差が 10 
mm 程度逆転してから抜釘している．今後エイトプレートの抜釘後の脚長差推移を検討していきた
い．



148　日本小児整形外科学会雑誌 Vol. 26, No. 1, 2017

脚長不等に対してエイトプレートによる骨端線抑制術を施行した 3 例

位差とした．

結　果

手術時年齢は平均 11 歳 6 か月（9 歳 5 か月〜13
歳 2 か月）．術前脚長差は平均 24.6 mm（23.4〜
26.8 mm）．抜釘時脚長差は平均−4.2 mm（−11.8
〜11.1 mm）．脚長差補正量は平均 28.7 mm（15.6
〜35.3 mm）．エイトプレート挿入期間は平均
30.7 か月（25〜35 か月）．脚長差補正率は平均 0.97 
mm/月（0.49〜1.41 mm/月）．（表 1）いずれの症例
でも，膝の可動域制限等の合併症は認めなかった．

症　例

症例 1：8 歳，女児．2013 年の年頭に脚長差に
気付き 2 月に前医を受診した．側弯，脚長差の精
査目的で当院を紹介受診した．既往にクレチン病
があった．当院初診時単純 X 線像では，脚長は
右が 19.4 mm 長く，右片側肥大症を認めた（図
1）．Cobb 角（L1〜L5）は 7°であった．9 歳 5 か月
で脚長差が 23.4 mm になり，手術を施行した（図
2）．手術時の Risser sign は 0 であった．10 歳 10
か月で脚長差が逆転し，脚長差が−11.8 mm と
なった 11 歳 6 か月で抜釘した（図 3）．脚長差補
正量は 35.2 mm，脚長差補正率は 1.41 mm/月で
あった（図 4）．
症例 2：11 歳，女児．既往に左 DDH があり，

Rb 治療を受け，その後 6 歳で 8 mm の脚長差が

表 1．3 症例の結果比較
症例 症例 症例

手術時年齢
（平均 歳 か月）

歳 か月 歳 か月 歳 か月

術前脚長差
（平均 ）

抜釘時脚長差
（平均 ）

脚長差補正量
（平均 ）

エイトプレート
挿入期間
（平均 か月）

か月 か月 か月

脚長差補正率
（平均 月）

月 月 月

30.7

図 1．症例 1 の初診時単純 X 線像（全下肢正面）
脚長は右が 19.4 mm 長かった

右全下肢長 左全下肢長

図 2．症例 1 の術直後単純 X 線像（術後膝正面）
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出現した．11 歳で脚長差が 25 mm となり，手術
目的で当院を紹介受診した．11 歳 10 か月時の単
純線像では脚長は左が 26.7 mm 短く，骨盤高位
は右の方が 10.7 mm 高かった（図 5）．左股関節で
DDH 後のペルテス様変形の遺残を認めた（図 6）．
この症例では健側に骨端線抑制術を行うことにな

るため，患側の脚延長術も勧めたが，患者，家族
がエイトプレートによる骨端線抑制術を選択した
ため，11 歳 10 か月の時点で手術を施行した（図
7）．手術時の Risser sign は 2 であった．脚長差
が 11.1 mm，骨盤高位差が 0 になった 14 歳 7 か

図 3．症例 1 の抜釘前の単純 X 線像（全下肢正面）
脚長は左が 11.8 mm 長くなった．

右全下肢長 左全下肢長

図 4．症例 1 の脚長差の推移
脚長差補正量は 35.2 mm，脚長差補正率は 1.41 mm/
月であった．

図 5．症例 2 の初診時単純 X 線像（全下肢正面）
脚長は左が 26.7 mm 短く，骨盤高位は右の方が 10.7 
mm 高かった．

右全下肢長 左全下肢長

図 6．症例 2 の初診時単純 X 線像（両股関節正面）
左に DDH 後のペルテス様変形の遺残を認めた．
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月で抜釘した（図 8）．脚長差補正量は 15.6 mm，
脚長差補正率は 0.49 mm/ 月であった（図 9）．

考　察

骨端線抑制術の手術時期に関して古橋ら1）は，
エイトプレートによる骨端線抑制術において年長
例で補正量が少なくなる傾向があり，補正不十分
症例は年長例に多かったとしている．しかし，高
野ら7）は，3 歳時に脚長差が 37 mm あった先天性
大腿骨短縮症の症例に 4 歳時に健側に stapling
を行ったが，術後 2 年で脚長差は 30 mm だった
としており，症候性で患肢が短縮し健側に手術を
施行する場合は，手術時期の判断が難しい．また，
当院では年長での紹介例が多く Mosley 法等で成
長予測が困難な症例もあり，両親の身長や Risser 
sign を手術時期の決定の一助にしている3）．Riss-
er sign に関し我々は思春期特発性側弯症の装具
療法の基準を参考とし5），Risser  2 まではその後
ある程度骨成長が見込めると考え，手術適応と考
えている．

脚長補正におけるエイトプレートの有用性につ
いて Pendelton ら4）は，33 例中 22 例で抜釘ある
いは成長終了時に 1 cm 以内の脚長差となり，エ
イトプレートは中等度の脚長不等には有用である
としている．一方で Stewart らは，エイトプレー
トより ablation の方が有意に脚長差の改善が得
られ，ablation の方が優れるとしている．Gau-
metou ら2）は，脚長不等に対するエイトプレート
の効果は PETS より劣るとしている．本研究で
は，特発性片側肥大症 2 例では脚長差は逆転し有
用であった．DDH 後の健側手術例では骨頭変形
があるため，脚長ではなく骨盤高位を等長にする
手術を行い，術後 2 年 2 か月で骨盤高位差は 0 と
なり患者の満足度も高かった．

骨端線抑制術の抜釘時期について佐藤ら6）は，
片側肥大の症例で stapling を行い健側が少し長
くなった時点で staple を抜去．その後再び少し
ずつ患側が長くなるが，成長終了時にはその差は
多くの例で 5 mm 以内になっていたとしている．

図 7．症例 2 の術直後単純 X 線像（膝関節正面）
図 8．症例 2 の抜釘前の単純 X 線像（全下肢正面）
脚長は右が 11.1 mm 長く，骨盤高位差は 0 になった．

右全下肢長 左全下肢長
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ただし，骨端線抑制術抜釘後の骨成長を予測する
ことは困難である．学会発表等では，脚長が等長
になった時点で抜釘するとしている報告が多い
が，現在当院では等長で抜釘すると抜釘後再度脚
長差が再燃すると考え，脚長差が 10 mm 程度逆
転してから抜釘している．今後，エイトプレート
の抜釘後の脚長差推移を検討していきたい．

まとめ

脚長不等に対してエイトプレートによる骨端線
抑制術を 3 例に施行し，その有用性について検討
した．特発性片側肥大症の 2 例では有用であり，
DDH 後の健側手術例では骨盤高位差は 0 とな
り，患者の満足度も高かった．骨端線抑制術の抜

釘時期に関しては，今後検討していきたい．
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図 9．症例 2 の脚長差と骨盤高位差の推移
脚長差補正量は 15.6 mm，脚長差補正率は 0.49 mm/
月であった．


